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第９章 情報公開 

１．情報公開法に基づく開示請求状況 

経済産業省における「行政機関の保有する情報の公開に

関する法律（情報公開法）」に基づく過去５年間の開示請

求件数をみると、年間で約 700 件前後で推移している。

2017 年度は 746 件の開示請求があり、本省、資源エネル

ギー庁、特許庁及び中小企業庁に対する開示請求が 479

件、地方支分部局に対する開示請求が 267件の開示請求状

況となっている。 

 

２．開示決定等の状況 

過去５年間の開示決定等の状況では、「部分開示」が概

ね５割程度であり、「全部開示」は３～４割。不開示決定

は１割程度であるが、不開示の理由の殆どが不存在であり、

ごく一部に存否応答拒否がある。 

2017年度の開示決定等の状況では、685件中、全部開示

が 286件（42％）、部分開示が 302件（44％）、不開示決定

が 97件（14％）となっている。  

 

３．開示決定等の期限・遵守状況 

 経済産業省の 2017年度の状況をみると、79％（539件）

が 30 日の期限内で開示決定等を行っており、情報公開法

第 10条の規定を適用した 30日間の延長を行ったものは、

18％（121 件）、更に開示決定までに調査・検討の時間を

要するとして情報公開法第 11 条の規定を適用した事案は

3％（25件）となっている。 

 

４．不服申立て等の状況 

経済産業省の場合、開示決定等の 8％程度（過去５年間

の平均）について行政不服審査法に基づく不服申立てがあ

り、2017年度は、32件の不服申立てが行われている。 

なお、2017 年度は、行政事件訴訟法に基づく開示決定

等の取消しを求める訴訟事案はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

■2017年度における情報公開法施行状況 

 

(1) 開示請求件数 

 行政文書開示請求の新規受付件数 

計 本省庁 地方支分部局 

経済産業省 421 154 267 

資源エネルギー庁 68 68 - 

特許庁 250 250 - 

中小企業庁 7 7 - 

合   計 746 479 267 

 

(2) 開示決定等件数 

 開示決定等件数 

計 
開示決定 

不開示決定 
全部開示 部分開示 

経済産業省 399 79 259 61 

資源エネルギー庁 68 18 24 26 

特許庁 212 185 19 8 

中小企業庁 6 4 0 2 

合   計 685 286 302 97 
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